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超長期ＧＤＰ推計におけるデータ接続問題
―高島正憲著『経済成長の日本史』の推計方法に関して―
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（１）問題の所在
筆者は，前著（「歴史統計の推計方法に関する一考察」）において，高島正憲著『経済成長の日

本史』２０１７年（以下，高島（２０１７）と略記）やアンガス・マディソンによる一連の国際比較研

究の出版物を素材として，超長期ＧＤＰ推計における推計方法上の各種問題点を検討した（１）。そ

の際に，高島（２０１７）ではすべての問題点を検討したわけではないことを事前にお断りしていた

が，本稿では残された問題点のうちきわめて重要な作業工程の一つである，データの接続に関す

る一連の問題（以下，データ接続問題という）を検討してみたい。

ここで検討する“データ接続”とは，以下のように横のデータ接続と縦のデータ接続の２点で

構成されている。すなわち高島（２０１７）では，基本的に産業別・時期別に実質ＧＤＰを推計し

て，それを合計して最終的に１人当たり実質ＧＤＰを推計する方法を採用している。前著では，

この方法を「準ＳＮＡ法」と名付けているが，推計の手順からみると妥当な方法であろう（２）。こ

の手順にしたがって，同書の第４章では「徳川時代・明治期初頭の農業生産量の推計」がおこな

われている。ここでは，最終的な推計結果が表３―１１（１４０頁）に地域ブロックごとに掲載されて

いるが，この表の掲載データの単位が「１０００石」であることからわかるように，推計値は実際

に産出された農業生産量の体積データにすぎない（もちろん石を金額データとみなすこともでき

るが，同書の古代・中世の議論では明らかに体積データとして使用されている）。それゆえ農業

部門の実質ＧＤＰの推計のためには，特定の基準年における価格データを掛けて金額に変換する

作業が必要となるが，その作業はいっさい記述されていない。この事実にまず注目しておこう。

そのうえで推計作業の最終段階である第７章をみると，そのタイトルが「前近代日本の超長期
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ＧＤＰの推計と国際比較」としたうえで，表１のようなデータが提示されている（原表は同書の

２６５頁の表７―２）。この表は，きわめて興味深い事実を示している。すなわち同表では，生産量の

単位として第一次部門（同書では，第一次産業のこと。以下同様）のほかに，第二次・第三次部

門（つまり全部門）までもが，「１０００石」という農業関連の体積データで示されているからであ

る。この事実は，高島が実質ＧＤＰの価額尺度の代用単位として「石」を使用していたことを意

味している。筆者は，「石」を使用した農業生産量の推計方法を前著で「石高法」と名付けたが，

この「石」を他部門まで拡張した使い方は，おそらく高島（２０１７）の試みが初めての事例であろ

う（３）。このような非１次部門まで拡張した石高法によるＧＤＰデータの推計作業を，ひとまず

「横のデータ接続」と呼んでおくと，この方法が本文中で明確に検討されていない問題が浮上す

る。

さらに同書は，一貫して単位に「石」を活用しているが，第７章の末尾で掲載されている表

７―４「各国の１人あたりＧＤＰ推計の比較，１―１８７４年」（２７４～２７５頁）では，突如として国際比

較をおこなうために「１９９０年国際ドル」に変換されている。つまり第７章では，同一時点に関

して「１０００石」から「１９９０年国際ドル」へとＧＤＰの再計算をおこなうことによって，７３０年

から１８７４年までの超長期ＧＤＰのデータが国際比較用に利用することができる。この事実は，

きわめて重要な３つの作業を読者に示唆している。すなわち，（a）いままで「石」で表示してい

た推計データを国内価格（円表示）に再計算すること，（b）１９９０年時点と接続するために１８７４

年以降の長期実質ＧＤＰ（円表示）を一本に接続すること，（c）この超長期ＧＤＰ（円表示）を

１９９０年国際ドル表示に再計算すること，の３点を意味するからである。それにもかかわらず，

これらの推計作業に関する具体的な説明は，上記の表７―４に関連した本文でも掲載されていな

い。つまり完全に推計方法の説明が欠落しているのである。ここで（a）の事例は上記の「横の

データ接続」問題，（c）は前著で解決済みであり，（b）の事例は長期間にわたる同一種類の

生産量（１０００石） 部門別生産比（％）

第一次部門 第二次部門 第三次部門 全部門 第一次部門 第二次部門 第三次部門

７３０
９５０
１１５０
１２８０
１４５０
１６００
１７２１
１８０４
１８４６
１８７４

７，５０２
９，４７２
１０，７１１
９，８３７
１６，６１６
３０，６７８
４８，８０８
５８，８０３
６７，０６２
７７，１０３

４８１
５７５
６７７
６６８

１，３８２
３，６５２
８，４３４
１０，０９１
１１，６９８
１５，８８８

７１１
８８３
９９８

１，０９４
２，２２１
７，３０６
２０，３６１
２４，４０２
２８，１４０
３６，５５１

８，６９５
１０，９３０
１２，３８６
１１，５９９
２０，２１９
４１，６３５
７７，６０３
９３，２９６
１０６，９００
１２９，５４１

８６．３
８６．７
８６．５
８４．８
８２．２
７３．７
６２．９
６３．０
６２．７
５９．５

５．５
５．３
５．５
５．８
６．８
８．８
１０．９
１０．８
１０．９
１２．３

８．２
８．１
８．１
９．４
１１．０
１７．５
２６．２
２６．２
２６．３
２８．２

表１ 高島『経済成長の日本史』における部門別生産量の推計結果

（資料） 高島正憲『経済成長の日本史』２０１７年の２６５頁の表７―２の一部（Ａの系列１）を谷沢が切り取ったも
の（ただしデータ・表タイトルは原資料のまま）。なお系列１とは，古代の全国人口にファリス推計
を使用して推計した系列のことである。このほかに同人口に鬼頭推計を用いた系列２もあるが，これ
は議論上で影響がないため削除した。
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データの接続であるため，「縦のデータ接続」問題と呼ぶことができる（４）。

以上の問題意識にしたがって，本稿では高島（２０１７）でほとんど記述されていないデータ接続

に関わる具体的な作業内容を限られた情報から推測するほか，それに関連する各種問題を検討す

る。すなわち第２節では，データ接続方法の再現を試みるが，その際には使用したデータがいか

なる特性を有しているか，現行のＳＮＡ統計の作成方法と比べて再現した作業がいかなる影響を

与えているか，に注目する。第３節では，高島（２０１７）では各種作業から得られたデータがかな

らずしもすべて公表されていないため，第三者が推計データを利用する視点から，公表可能な

データを提示していきたい。そして第４節では，本稿の検討結果とその含意を述べることとす

る。本来は，高島（２０１７）でこれらの問題は個別に解説すべきであったが，それがおこなわれて

いない以上は，読者側として自ら推測する以外に同書の信頼性を適切に評価する方法がないだろ

う。このように本稿の目的は，一面では高島（２０１７）の推計データの信頼性を取り戻すことを視

野に入れているが，あわせて超長期ＧＤＰ推計で発生する問題を解決するための情報を提供する

ことにも繋がる点を指摘しておきたい。

（２）データ接続法の再現
本節では，横と縦に分けてデータ接続の具体的方法を再現する作業を示していく。この作業に

あたっては，部分的な情報をもとに接続方法を推測するほか，その際に使用されたと思われる資

料の特性も併せて検討していきたい。

２．１．横のデータ接続

まず横のデータ接続の問題から進めよう。これは，産業別の単位を統一する問題（産業別単位

統一問題）であるため，特に非１次産業の推計作業と密接にかかわっている。それゆえ高島

（２０１７）の第６章「徳川時代における非農業生産の推計」などで解説されるべき内容であるが，

もちろんほとんど解説されていない。ただし同章では，この問題と若干関連した内容が数か所記

述されているため，その部分を紹介することから始めよう。最も重要なポイントは，利用した

データの特性を押さえておくことである。

同章では，徳川時代の非農業ＧＤＰの推計が直接おこなわれているわけではなく，代わりに非

農業生
�

産
�

を推計するとしている。ここで生産量や生産額ではなく，あえて生産としている点が気

にかかるところである。この点に関して「２ 資料とデータ」の最初の部分で，非農業生産を回

帰分析によって推計するために使用した明治期初頭の府県別データに関して，以下のような興味

深い記述がおこなわれている。

「回帰分析に入る前に，利用する明治期パネル・データについて説明する。（中略）府県別の生

産量データは攝津・Bassino・深尾（２０１６）の最新の成果から，第一次，第二次，第三次の部

門別データを利用する８）。彼らのデータにおける明治期のベンチマーク年は，明治期初頭

（１８７４年），明治中期（１８９０年），明治後期（１９０９年）の３時点となっているため，本章のベ
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ンチマーク年も同じ年となる。」（５）

ちなみに攝津・Bassino・深尾（２０１６）とは，攝津斉彦・Jean-Pascal Bassino・深尾京司「明治

期経済成長の再検討―産業構造，労働生産性と地域間格差―」『経済研究』第６７巻第３号，２０１６

年のことである。同論文は，一橋学派（ＬＴＥＳプロジェクト以来，一橋大学経済研究所を拠点

として形成されている数量経済史の研究者集団）によって実施されている，ＬＴＥＳ推計の見直

し作業の一環として公表されたものである。このため本稿の議論に関連する重要な情報が多数含

まれているとみなされるため，以下ではしばしば参照・引用することとしたい。

この部分から，高島（２０１７）では攝津・Bassino・深尾（２０１６）による生産量に関する推計

データ３時点分（１８７４年，１８９０年，１９０９年）を利用しており，それが３部門に分割されたデー

タであったことがわかる。上記の引用部分では，この３時点が“ベンチマーク年”であると記述

しているが，これは通常の統計上の使用方法と異なっており意味が不明確である（６）。なぜなら一

般的にベンチマーク年というのは，複数年次あるデータ系列のうち作業上・計測上での基準年と

しての特定の年次を指す用語である。しかし攝津・Bassino・深尾（２０１６）を読んだ限りは，こ

の３時点以外にはデータを推計した可能性は低いから，これら３時点すべてをベンチマークと呼

ぶ必要はなかろう。たんに計測年次と呼んでおけばすむ内容である。このため以下の議論では，

“ベンチマーク年”という用語にはとくに拘らないことにする。

この推計データがいかなる特性を有しているのかについては，本文中では具体的な内容は記述

されていない。ただしこの点に関連して，上記の引用部分の注８）の説明部分である以下の文章

に注目しておきたい。

「８）攝津・Bassino・深尾（２０１６）において推計された生産量とは，厳密にいえば�実質粗付

加価値�である。この実質粗付加価値における�実質�とは価格変化の要因を除いた値で，

�粗�とは固定資本損耗を除かない値のことである。経済全体の粗付加価値合計の値は総生産

に等しくなる。」（７）

この引用部分の最初の部分は，内容的に意味が混濁しているが，それを我慢して読み進める

と，実は生産量
�

データではなく生産額
�

データであることがわかる。一般的には，「実質粗付加価

値」は通常のＳＮＡ統計における実質ＧＤＰ（またはＧＮＰ）と推測されるが，このように表記

したのでは不適切なのであろうか。この注書き８）は，専門書としてみると中途半端な記述であ

り，かえって読者の理解を混乱させるだけのように思われる。また同書のなかで重要な位置づけ

にある，攝津・Bassino・深尾（２０１６）のデータに関する具体的な定義・推計方法が示されてい

なかったことは残念なことである。しかもこの３時点データは，上記の元論文のなかでも公表さ

れていないため，確認できないのは非常に残念なことである。いずれにしても後述のとおり高島

らは一貫してＧＤＰを想定しているため，以下では攝津らの府県別データを府県別・産業別ＧＤ
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Ｐと読み替えておく。

これらの問題点に関して，第６章内ではもはや情報は得られないが，幸運にも次の第７章では

関連した情報を思わぬ場所から入手することができる。それは同章にある図７―１である。この図

は「前近代日本の１人あたりＧＤＰの推移，７３０―１８７４年」というタイトルが付けられているよ

うに，１人当たり実質ＧＤＰに関して高島推計とマディソン推計を比較する目的で，その長期動

向が折れ線（実線，点線）で描かれている。いわば同書で推計した１人当たりＧＤＰの最終完成

形が示された貴重な図であるが，この図の注）と資料）部分に，横のデータ接続問題を解明する

注目すべき情報を確認することができる。ここでこれらを紹介しておこう。

「注）新推計の系列１は古代の全国人口をファリス推計にて推計したもの，系列２は鬼頭推計

を利用して推計したもの。新推計の１人あたりＧＤＰ値（系列１）は，７３０年３８８ドル，９５０

年５９６ドル，１１５０年５７２ドル，１２８０年５３１ドル，１２８０年５３１ドル，１４５０年５４８ドル，１６００年

６６７ドル，１７２１年６７６ドル，１８０４年８２８ドル，１８４６年９０４ドル，１８７４年１０１３ドル。系列２

は７２５年５１９ドル，９００年４６７ドル，１１５０年４９６ドル（１２８０年以降は系列１と同様）（以下省

略）。

資料）新推計は表７―３を攝津・Bassino・深尾（２０１６）の１８７４年のＧＤＰ値を石高に換算して

接続，（以下省略）。」（８）

このうち資料）に記述された表７―３とは，「前近代日本の１人あたり総生産の推計，７３０―１８７４

年」という表タイトルが示すように，図７―１で表示された１９９０年国際ドルに換算する以前の石

表示のＧＤＰを提示した表のことである（９）。そして「攝津・Bassino・深尾（２０１６）の１８７４年の

ＧＤＰ値を石高に換算して接続」という記述から，石表示は１８７４年基準でＧＤＰから変換した

ことがようやく理解できる。つまり１８７４年における農業（第１次産業）のＧＤＰと石高の換算

レート（具体的には１石当たりＧＤＰ）を利用して，高島が超長期間における産業別の石高とＧ

ＤＰの両データを推計していたことがわかる。いわば石高法の拡大適用である。このようなデー

タとその加工・推計方法に関する説明部分は本来，データ推計上不可欠の内容であるため，是非

とも本文中で明記すべきであった。それをなぜ，他章の，しかも図の資料出所部分という中途半

端な場所に入れたのかは，疑問に思わざるをえないことである。

ただし話はこれだけでは終わらない。なぜなら上記の引用部分だけでは，データの説明として

不十分である。ＧＤＰ値が実質値であることは先述のとおり確認できるが，実質値であるならそ

の基準年がいつなのかが注目されるものの，それが明記されていないからである。データ接続問

題（とくに後述の縦のデータ接続問題）にとって，この基準年は決定的に重要な内容である。こ

の情報は，驚くべきことに同書のなかにいっさい記述されていないため，とりあえずＧＤＰと石

高の換算レートを計算した１８７４年を基準年とみなして，以下の議論をつなげていくこととした

い。このような推測は，高島自身に確認しないかぎり確定できないため，このような基準年が実
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際の作業と一致しなかった可能性もある。しかしもしそうだとしても，以下で展開する超長期Ｇ

ＤＰに関する推計方法の議論に基本的にはなんら影響がなかろう。

ところで英語の表現で，“ファインプリント”という言葉がある。これは，細かい文字で書か

れることにより，あまり読まれないように細工した文章のことである。おもに保険の契約書や売

買契約書などに挿入されている細目や但し書きであり，契約者に不利な条件が書かれている場合

が一般的である。高島（２０１７）でも，上記のとおり第２・３次産業のＧＤＰ推計に石高法を使用

した点を当該章の本文中に明記せず，別の章の図の資料）部分で若干言及していたことは，まさ

にファインプリントと同様の事例とみなすことができよう。このような事例は，前著でもすでに

数か所で指摘したところである（１０）。高島の真意は不明であるが，もしかしたら推計方法の説明

を“手品の種明かし”と考えたのかもしれない。なぜなら推計方法自体は，それほど高度なもの

ではないから，それを素直に記述してしまえば，手品の価値が下がると考えることができるから

である。前著でも指摘したように，マディソンが著した国際比較の専門書でもつねに，１人当た

りＧＤＰの具体的な推計方法が公表されない背景には，同様の理由があったのかもしれない。

しかし読者の側からみると，このような記述では判断を攪乱させていると思わざるをえない。

超長期ＧＤＰのように，トップレベルの推計難易度を持ちその使用価値が高いデータでは，いず

れこのような記述方法は大きな問題となるように思われる。書き方として，好ましいものではな

い点を指摘したい。

なお上記の引用部分の注）では，とりたてて重要な内容は見当たらないが，“新推計”という

表現が気にかかるが，それは高島による新
�

た
�

な
�

推計値という意味であり，おそらくマディソンを

旧系列とみなすことで命名されたと思われる。それにしても年次別のＧＤＰをわざわざ注）部分

で記述しておくなら，同書の末尾で他のデータとともに一括して「付属表」を設けて，そこで提

示しておいてほしかった。

とにかく注目すべき点は，１８７４年を基準年とした円表示が可能であったにもかかわらず，そ

の後も先述のとおり「石」にこだわっていたことである。このように円表示でなく石表示にこだ

わった理由は何であろうか。もちろんこの点について高島（２０１７）ではいっさい説明されていな

いが，理由として考えられる事由は２つあげられる。第一は，「円」表示は１８７１年の新貨条例に

よって導入された新しい通貨単位であるため，その単位を過去１０世紀以上にわたって導入する

となれば，各年次の通貨単位との複雑な換算レートの計算が必要となること（通貨換算の要因），

第二は，あくまで古代から近世までの超長期の農業生産量に注目したいため，他産業も石表示の

ままとした（いわば農業側の要因），が想定される。このうち推計上の問題という意味では，前

者の理由のほうが重要であっただろう。それにもかかわらずこの点が一切説明されていなかった

のは，高島からするとあまりにも常識的な話と考えたからかもしれない。ちなみに通貨単位は，

徳川期には両でよいが，それ以前は永楽通宝や鐚銭の文，米による現物給与が併用されるから，

徳川期以上に複雑な換算レートにもとづく計算が求められるだろう。
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たしかに石表示では，面倒な通貨の換算作業をおこなわないで済むという長所があるため，推

計作業の単純化とデータの安定性に寄与しよう。これは非常に魅力のある点である。しかし

「石」への変換は，一種の実質化ではあるものの当該年次（高島（２０１７）の場合には１８７４年）の

価格構造に固定することを意味するため，価格構造（つまり相対価格）の変化にともなう実態経

済の変化を適切に反映しない危険性をもつ。ただしこの指摘に対して，ここで扱っているデータ

はすでに実質値であるから，このような価格構造の影響を除去していると反論するかもしれない

が，この反論に対しては“除去”しているのではなく“固定”しているにすぎないと主張した

い。このような価格構造の変化に対して現行の経済統計では，消費者物価指数の作成にあたって

固定基準方式に加えて連鎖基準方式が参考指標として公表されているほか，ＳＮＡ統計でも実質

値の推計が固定基準年方式から連鎖方式に移行し始めているから，まして物価変動の大きな超長

期の実質ＧＤＰ推計にとっては，この問題は避けて通れないといえる（１１）。
しょしき

いま，価格構造の急変した事例を徳川期に限ってみても，吉宗の時代に「諸色高の米価安」が

発生してコメの相対価格が低下した事例や，幕末の開港にともなって綿製品の値崩れや生糸の暴

騰などが同時に発生した事例など，枚挙にいとまがない（１２）。とくに前者の事例では，コメ以外

の相対価格が上昇することによって当分野の供給行動が活発化したことが予想される。すなわち

石表示に変換する際に，各産業の相対価格を１８７４年に固定しているため，非１次産業の推計値

は実態よりも下方バイアスが生じていたかもしれない。そもそも同推計方法は，明治期３時点の

府県別人口関連データ（人口密度，都市化率）のみを使用して計測式を確定しており，価格構造

を代理する説明変数が含まれていない。このため同推計方法による推計データは，使用した計測

データから判断して同時期の価格構造や価格の交差弾力性に固定されていると考えるべきであ

る。これは，高島（２０１７）で採用された非１次産業の推計方法の限界といえるが，価格構造を固

定させるもう一つの要因にもなろう。

通常の消費者理論では，相対価格比の変化は購入する財の組み合わせを変化させ，それが効用

水準を変化させるなど，さまざまな影響を与える。このような需要側の変動にともなって供給側

の行動も変化してくるはずである。つまり実質データを使用しているから価格構造の変化が除去

されていると安易に考えることはできない。石高法では，このような価格構造の歪みを一切無視

することになるから，大きな問題であることが理解できよう。一般的にＳＮＡ統計では，１０年

ごとに基準年を変更するルールが採用されているため，それらを接続することによって価格構造

の変化分を自動的に取り込んでおり，このような問題を回避することができる（１３）。しかし高島

（２０１７）で採用した特定時点に固定された石高法では，１８７４年における第１次産業の金額変換率

（ＧＤＰ÷石）を他産業にも適用するほか，他の年次にもこの交換率を適用しているため，いわ

ば横のデータ接続法を縦のデータ接続法としても援用している。このため価格構造の変化をまっ

たく調整できない大きな問題点が内在している。

いずれにしても，このような長短所を併せ持った石高法を利用していることは，重大な推計上
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の作業特性であるため，是非とも本文のなかでこの内容を詳細に説明すべきであった。もしかし

たらこの点について，一橋学派内ではすでに周知の事実であり，あらためて論じるまでもないと

考えていたのかもしれないが，研究者を対象とした専門書に分類される高島（２０１７）では，この

部分に対する十分な見解の開陳が必要であったはずだ。またこのような問題を解消するために

は，推計作業の一環として物価指数の推計や物価現象の分析をおこなうべきあったが，高島がそ

れをおこなった可能性は低いように思われる（１４）。さらに繰り返しになるが，最終的には１９９０年

国際ドルによる国際比較データを推計したのであるから，推計作業の途中では「円」による換算

作業が実施され，その推計データを入手していたはずである。それゆえ第４章か第７章の末尾

に，円表示の産業別実質ＧＤＰの推計データを開示することは可能であったはずだ。

２．２．縦のデータ接続

次に縦のデータ接続については，横のデータ接続以上に推計方法や利用したデータに関する説

明はおこなわれていない。この問題を考えるにあたっては，（Ａ）古代・中世における度量衡

（とくに容積）の尺度が現在と大きく異なるため，それを考慮して石高を修正すること（度量衡

変更問題），（Ｂ）近世から１９９０年までの複数系列のデータを，基準年を確定したうえで一本に

接続すること（多時点接続問題），という２つの問題に分けて検討していく必要がある。なお一

本化したデータに関して，その円表示を国際ドル表示に再計算する作業は，（Ｂ）のなかで付随

的に説明することとしたい。

まず（Ａ）の度量衡変更問題は，その原因となる度量制の歴史的な変遷に関する説明が高島

（２０１７）の巻末の「付録 度量制にかんする若干の解説」でおこなわれている。これは読者に

とって便利な内容だが，それにもかかわらず第１章で推計された最終的な農業生産量の推計値と

第７章の多時点間で接続された農業生産量を比べると，明らかに異なっている。それゆえ第１章

では，度量衡が現在の単位（ただし戦前期に盛んに使われていた尺貫法：旧度量衡）に修正され

ていない修正前データであるのに対して，第７章ではその旧度量衡が現在の度量衡へと変換され

た修正後データであることはほぼ間違いない。ちなみにこのような表現を使わざるをえない理由

は，このような事実が高島（２０１７）の本文でまったく記述されていないからである。いくら厳密

な推計方法を採用したとしても，第１章の最終的な推計値が旧度量衡のままとしていることは，

読者側からすると不満が残ろう。ちなみにこれらの数字を比較した表を表２で示しておく（１５）。

この表のうち②の数字は，①の第１章の最後に提示された田畠計（農業生産量）を，同書の

「付録 度量制にかんする若干の解説」における古代・中世と近世・近代の枡の換算率（０．４０６）

を掛けて修正したものである。しかしこの数字は，第２章の中世の農業生産量の部分で提示され

た２種類の数字（具体的には③と④）のいずれとも一致していない。さらに最終的な全ＧＤＰの

数字が公表される第７章で示された，農業生産量の数字⑥とも一致していない。このように各章

の数字は一致していないが，おそらく⑥の数字が正しいと仮定するのが妥当なところであろう。

200 商 経 論 叢 第５３巻第４号（２０１８．８）



この⑥の数字と一致した数字は，第２章に提示された④の平均値であるが，この数字の具体的な

計算根拠は示されていない。すなわち表２の（注）２．で説明したように，この数字が「第１章の

補論１の耕作地率を考慮して算出した数値である」という説明が原表の資料）に書かれている

が，具体的にいかに計算したのかは不明である。そもそも補論１では，古代における耕作地のう

ち現実に耕作されている土地の割合（＝耕作地率）を個別資料から計算しているが，この割合を

具体的にどのように利用したのかはまったく解説されておらず，この部分の説明は中途半端であ

る。これらの加工方法が古代の農業生産を推計する際に極めて重要な作業であることは多言を要

しないだろう。このように同一データにもかかわらず関連する部分で登場するたびに異なってい

るほか，その推計方法が入手できないことは，読者としては困惑するばかりである。

次に（Ｂ）の多時点間接続問題に移ろう。これは，国際比較用の１９９０年国際ドルで表示され

た実質ＧＤＰデータの推計方法に関わる問題であるが，この件については先述のとおり本文では

一切触れられていない。このため残った可能性として，表７―４の注）と資料）に記載された情報

より入手する以外に方法はない。ここではとりあえずこの２箇所で，日本に関する部分のみを抽

出して以下に示しておこう。なお注），資料）とも冒頭の（前略）は，日本以外の国に関する情

報を示しているため省略したことを意味する。

「注）（前略）日本の７３０―１３００年の値は７３０―１２５０年；１３００―１５００年の値は１２５０―１４５０年；

１５００―１６００年の値は１４５０―１６００年；１６００―１７００年の値は１６００―１７２１年；１７００―１８０４年の値は

１７２１―１８０４年；１８００―１８７４年の値は１８０４―１８７４年となっている。

資料）（前略）日本：図７―１の系列１。以上より作成。」（１６）

両箇所でも，大した情報は提供されていない。しかも資料）部分で提示された図７－１につい

ては，すでに先述のとおりであり，それを見る限りは特段の情報を入手することはできない。た

だしそこで言及されている攝津・Bassino・深尾（２０１６）は，重要な情報を提供してくれる。同

表２ 農業生産量の推移；７３０－１６００年 （単位：１０００石）

年 ①表１―１０
の田畠計

② ①を新度
量衡で調整

表２―８の農業生産量 ⑤ ③の単
純平均値

⑥表７―１の
農業生産量③低位値―高位値 ④平均値

７３０
９５０
１１５０
１２８０
１４５０
１６００

１５，９９５
２２，７０５
２３，７７３

―
―
―

６，４９４
９，２１８
９，６５２
―
―
―

３，８３０
４，１３３
５，２９９
７，９５０
１３，３８９

―
―
―
―
―

８，９６６
１４，１３０
１３，７１９
８，６４７
１４，６４４
２５，８７９

（６，３２９）
（７，９９０）
（９，０３５）
（８，２９８）
（１４，０１６）

６，３９８
９，１３２
９，５０９
８，２９９
１４，０１７

６，３２９
７，９９０
９，０３５
８，２９８
１４，０１６
２５，８７９

（注）１．②は，①×０．４０６で計算した。
２．④の平均値は，下記資料の第１章の補論１の耕作地率を考慮して算出した数値である。

（資料）①は高島正憲『経済成長の日本史』の５７頁の表１―１０，②は筆者の計算，③④は同書１０１
頁の表２―８より入手，⑤は筆者の計算，⑥は同書２６１頁の表７―１より入手。なお②の度量
衡で調整する場合の０．４０６は同書３０４頁の表付―３による。
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論文では，先述のとおり明治期初頭から明治後期にかけての３時点のデータを分析した各種の結

果を入手できるが，残念ながら府県別の実質ＧＤＰ自体は公表されてはいない。つまり高島がし

ばしば言及する１９世紀後半のデータを一般読者は入手できないわけである。そこで最後の手段

として同論文の文章部分を仔細に検討すると，第２次大戦中・大戦後の混乱期のＧＤＰについ

て，次のような記述が見つけられた。高島（２０１７）の考え方と密接に関連すると推測されるた

め，しっかりと読んでほしい。

「補論３．Maddison（２００１）における１９４０年と１９５５年の実質ＧＤＰ接続方法の再検討

Maddison（２００１）は，太平洋戦争中・敗戦後の混乱期の前後を接続し，日本の実質ＧＤＰ

長期系列（１９９０年国際ドル）を作成するにあたって，１９４０―５０年はMizoguchi（１９９５）に収録

された溝口・野島（１９９３）の英文短縮版の実質ＧＤＰ，１９５０―５２年は経済企画庁『国民所得白

書』（昭和３８年版国民所得白書の参考表第３表 pp.１７８―１７９を参照）を暦年ベースに変換した

実質ＧＤＰ，１９５２―５５年はＯＥＣＤの National Accountsに報告された実質ＧＤＰ，を用いて

いる（Maddison２００１, p.２０４およびMaddison１９９５, pp.８１―８２参照）。National Accountsは日本

の準公式統計にあたる国民所得白書の結果におそらく基づいているから，結局Maddisonは

１９４０―５０年は溝口・野島（１９９３）の推計，１９５０―５５年は国民所得白書の推計を採用していたこ

とになる。しかし，もともと溝口・野島（１９９３）は国民所得白書を含む当時の既存統計を再吟

味し，その改善を目指して１９４０―５５年の実質ＧＤＰを再推計したわけだから，その結果の一部

のみを採用したMaddisonの接続法には疑問が残る。（中略）しかし我々は，（中略）１９４０―５５

年全期間について溝口・野島（１９９３）の推計値を用いることとした。」（１７）

上記の引用部分は，１８７４年の実質ＧＤＰを長期的視点のもとで国際比較するために，１９９０年

国際ドルを使用した国際比較用のＧＤＰを推計する作業内容を示している。併せてマディソンの

推計値と比較する作業をおこなっているが，その結果がマディソンの推計値と大きく異なったた

め，その理由を検証するために推計方法の相違を記述したものである。このなかで，Maddison

（１９９５）とは Angus Maddison（１９９５）Monitoring The World Economy 1820-1992, OECD Develop-

ment Centre. Paris,［政治経済研究所訳（２０００）『世界経済の成長史 １８２０～１９９２：１９９ヶ国を対

象とする分析と推計』東洋経済新報社］，Maddison（２００１）とは Angus Maddison（２００１）The

World Economy A Millennial Perspectives, OECD Development Centre. Paris,［政治経済研究所訳

（２００４）『経済統計で見る世界経済２０００年史』柏書房］である。これらの２書は，いずれも高島

（２０１７）に先行して日本を含む世界主要国のＧＤＰの長期推計を実施した専門書であるため，高

島（２０１７）でもその推計方法を検討していたと推測される（１８）。またMizoguchi（１９９５）とは，

Mizoguchi, Toshiyuki（１９９５）Reforms of Statistical System under Socio-Economic Change, Maru-

zen. を指している。

とにかく上記の引用部分は，第２次大戦中・大戦後の混乱期のＧＤＰが現在でも確定していな
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いことを指摘するとともに，そのような状況であるがゆえに溝口敏行・野島教之といった一橋学

派の先行研究に情報を依存せざるをえないことを示している。とくに溝口はこの分野では，現在

までのところ最高の研究成果をあげた研究者であるため，その代表的な文献に依拠するという，

引用部分の最後の文章に示された判断は適切なものであろう。ちなみに引用文のなかで重要な位

置づけにある溝口・野島（１９９３）とは以下の①，経済企画庁『国民所得白書』（昭和３８年版国民

所得白書）とは②の文献のことである。

①溝口敏行・野島教之「１９４０―１９５５年における国民経済計算の吟味」溝口敏行編『第二次大戦

下の日本経済の統計的分析』，１９９０―１９９２年科学研究補助金総合研究（Ａ）研究成果報告

書，１９９３年。

②経済企画庁編『国民所得白書 昭和３８年度版 １９６３』大蔵省印刷局，１９６５年２月。

ここで掲載年次をみると，①は１９４０～１９５５年，②は１９３０～１９６１年である。ただし①の関連で

は現在，おなじく溝口・野島「日本の国民経済計算：１９４０―５５」『一橋論叢』１９９２年がネット上

から入手できる。①が入手できないため正確な判断はできないが，おそらく発行年から判断する

と①の初期バージョンであると考えられる（１９）。さらに一橋大学経済研究所のディスカッション

ペーパー（ＤＰ）として溝口・野島「１９４０―１９５５年における日本の国民経済計算の吟味」１９９２年

があるほか，その完成版と思しきほぼ同名の『日本統計学会誌』掲載論文，１９９３年が確認でき

る（２０）。このうちＤＰについては，筆者が１９９０年代前半に一橋大学経済研究所の資料室より入手

して長年所有していた。残念ながら，２０年以上前に転居にともない廃棄してしまったが，いま

となっては悔やむばかりである。これら４論文がいかなる関係にあるかを検証することは困難だ

が，もしかしたら最後の『日本統計学会誌』掲載論文がそのまま①の一部となっていた可能性は

高いだろう。とにかく一橋学派以外の研究者にとっては，高島推計で利用された基礎データを入

手できる可能性は低いがゆえに，これらの資料についても高島（２０１７）で言及してほしかった

が，そこまでする必要がないということなのかもしれない。

次に１９４０年以前のＧＤＰは，いわゆるＬＴＥＳの対象期間を含むため，おそらく第一に以下

のＬＴＥＳ文献を使用した可能性が高いだろう。この資料では，対象年次として１８８５年から

１９４０年までの名目・実質の産業別ＧＮＰやその関連データが公表されている。ここでＳＮＡ統

計の作成方法の点からみると，③は時期的にみて①，②と同様に「１９５３ＳＮＡ」，すなわち国連

が１９５３年に取り決めたＳＮＡ統計の推計マニュアルにもとづいて作成されていることも確認し

ておきたい。

③大川一司・高松信清・山本有造『国民所得』（長期経済統計 １），東洋経済新報社，１９８４年。

一方，１９５５年以降の使用データ・資料については，攝津・Bassino・深尾（２０１６）の中でも一

言も言及されていないため，我々読者はまったくデータの利用状況を判断することはお手上げ状
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態にある。もっとも第２次大戦後は，経済企画庁がＧＤＰの推計作業を正式に開始しているた

め，おそらく以下のように１９５５～１９７０年は④，１９７０～１９９０年は⑤の，それぞれ公式統計に掲載

されている遡及推計値を利用したと思われる。この２つの報告書は，サブタイトルからするとい

ずれも昭和３０年から推定値が掲載されているように思われようが，実は⑤は１９７０年までしか遡

及推計がおこなわれていないため，それ以前の数値のために④の報告書を使用するものであ

る（２１）。

④経済企画庁経済研究所国民所得部編『長期遡及推計 国民経済計算報告（昭和３０年―昭和

４４年）』大蔵省印刷局，１９８８年。

⑤経済企画庁経済研究所国民所得部編『長期遡及主要系列 国民経済計算報告（昭和３０年―

平成元年）』大蔵省印刷局，１９９１年。

以上の各データは実質値であるため，当然のことながらそれぞれ基準年が異なっている。すな

わち①と②は１９５５年，③は１９３４～１９３６年，④は１９８０年，⑤は１９８５年である。さらにＳＮＡ統

計の作成方法を確認すると，④と⑤はいずれも「１９６８ＳＮＡ」，すなわち国連が１９６８年に取り決

めたＳＮＡ統計の推計マニュアルにもとづいて作成されている。このため正確にいうと，①，

②，③と④，⑤では一部の概念が一致しない場合がでてくる。この問題点について高島（２０１７）

ではもちろん言及されていないが，そこまで神経質になることはないとは思うものの，とりあえ

ず留意しておく必要はある。最後に，高島（２０１７）の推計対象年次である近世以前については，

先述の横のデータ接続に関する議論より推測すると，攝津・Bassino・深尾（２０１６）に掲載され

ていた１８７４年が規準年に該当すると思われる。

これらの各資料を接続することによって，一本の超長期ＧＤＰデータを導出することとなる。

そしてこの接続ＧＤＰを各年次の人口で割って１人当たりＧＤＰを計算するが，初めから１人当

たりＧＤＰデータを直接接続することも考えられる。しかし人口データの改訂がときどきおこな

われるため，以下ではその影響を排除するためにＧＤＰデータの長期接続を考えてみる。

この目的のために作成した図１をみてほしい。この図のうち，Ⅲ～Ⅵの部分については同一年

次で基準年の異なった２つのデータが得られるため，これを接続することによって点線のような

１８７４年基準の接続指数に加工し直す作業が可能となる。これらの点線と高島推計（Ⅰ）・攝津他

推計（Ⅱ）のデータを繋げることで，どうにか古代から１９９０年までの一貫した超長期データが推

計できる。各系列のデータを接続する際には，現行の消費者物価指数の接続などで使用される方

法，すなわち接続係数（別名，リンク係数）を算出して，それで各系列のデータを新系列の超長

期データに変換する方法を採用すべきである（２２）。ただしこれらの超長期データは，あくまで

１８７４年基準のデータ（石表示，円表示）にすぎないため，国際比較をおこなう場合にはさらに

一工夫が必要となる。すなわち１８７４年基準の１９９０年ＧＤＰと１９９０年基準の１９９０年ＧＤＰから

接続係数を求め，それによって１８７４年基準の超長期データを１９９０年基準の超長期データ（円表
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西暦（年）1874年 1890年 1940年 1955年 1990年

高島推計
（1874 年基準）

攝津他推計
（1874 年基準）

③LTES 推計
（1934 ～ 36 年基準）
または⑦Fukao 推計

①溝口他推計
（1955 年基準）

④EPA推計
（1980 年基準）

⑤EPA推計
（1985 年基準）

1970年

⑥溝口推計
（1985 年基準）

1909年

実質 GDP
（円表示）

Ⅰ
Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

Ⅵ

1874年基準の
接続GDP

1885年 1930年

各基準年の
GDP

示）にいっきに修正する。さらに１９９０年基準の超長期データ（円表示）と１９９０年時点の購買力

平価（国際ドル表示）を使用して，１９９０年基準の超長期データ（国際ドル表示）を推計してい

くこととなる。このように国際比較をおこなうまでには，４段階のデータ変換が必要となる。

以上のうち最後の１９９０年時点の購買力平価（国際ドル表示）を利用する方法は，アンガス・

マディソンが開発した伝統的な方法である。それが超長期にわたって通貨の経済価値を１９９０年

の１時点に固定するという大きな問題（いわゆる購買力平価問題）を抱えているために，筆者は

前著で「生存倍率比較法」という新たな方法を提示したが，ここではこの点を改めて蒸し返すつ

もりはない。たんに高島が実施したであろう推計方法を再現するだけにとどめておく（２３）。もち

ろん以上の各推計作業が，高島（２０１７）で間違いなく実施されていたと確信を持てるわけではな

く，可能性の高い作業を提示したにすぎない点をお断りしておく。

使
用
デ
ー
タ

図１ 超長期実質ＧＤＰデータの接続方法（概念図）

（注）１．上図は，ＧＤＰ接続に関する基本的な考え方を示したものにすぎず，一部は理解しやすいように誇張して作
成されている。詳細は本文を参照のこと。

２．図中の曲線は推計データの範囲であり， は年別データ，�―・―・―・―�は数年別データを示す。
３．横軸下部は，接続にあたり利用した資料とその基準年を示す。最初の番号は，本文中の資料番号を示す。
４．高島推計は本来，「石」で計測されたデータだが，上図では攝津ほか（２０１６）の１８７４年のＧＤＰ（円表示）
で円換算された数字を使用している。

（資料）谷沢が作成した。
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このように段階的に各系列データを推計していくことによって，ようやく目的の国際比較デー

タを作成することができるという方法では，そのうちの一つでもデータの改訂がおこなわれれ

ば，その影響が超長期データ全体に敏感に反映することを意味している。筆者の経験からする

と，おそらく小規模な改訂前後でも，１０～２０％程度の誤差が発生する可能性は否定できないと

思われるが，この種のデータ推計を目的とした論文では，先行研究の推計結果と１０％以内の誤

差が確認できただけでも，自らの推計値が正しいと主張するようなものが多い。またＳＮＡ統計

は，戦後に限っても大規模な集計方法の変更（いわゆる「基準改定」）を繰り返してきたため，

そのたびにＧＤＰの長期遡及データも改訂しなければならないが，実際にはそれが部分的におこ

なわれているにすぎない（２４）。このようにＧＤＰ推計に内在する各種の問題は，現在のところい

ずれの研究者も認識しているはずだが，それを論文上で明記することは控えているように思われ

る。

この関連で重要な点は，上記の各データでその概念が若干異なっていることである。すなわち

③のＬＴＥＳでは基本的に国民概念（つまりＧＮＰ）を使用しているのに対して，④以降は基本

的に国内概念（ＧＤＰ）を使用している。ちなみに国内概念と国民概念の関係を支出面で示す

と，国内総支出＝国民総支出－（海外からの要素所得－海外への要素所得）となる（２５）。繰り返

すが，ＬＴＥＳでは国民概念で推計されているため，この式に従って国内概念に修正しないかぎ

り，同じ概念による超長期データを推計することが不可能である。この点は極めて重要な作業項

目であるといえよう。このほか①は，原論文を読んでいないため明確に決めることはできない

が，先述の『日本統計学会誌』掲載論文では国内概念を使用していたため，同概念を使用してい

た可能性が高い。また攝津・Bassino・深尾（２０１６）は，先述のとおり国内概念を使っていると

推測されるが，これはあくまで高島（２０１７）の記述から推測したにすぎず，原データで確認した

わけではない。そもそも前者の論文では，国内概念と国民概念を明確に意識して作成していると

は思われないため，高島（２０１７）でもその危険性があると推測され、それゆえ即断することは危

険である（２６）。

実は，この国民概念から国内概念への変更が，１９９０年代に入ってＳＮＡ統計の速報段階で取

り入れられるなど活発化したため，それ以前に推計されたＬＴＥＳは大きな問題を抱えていた。

このようにすべての統計が同一概念を使用しているわけではないため，ＬＴＥＳなどを新たなＧ

ＤＰ統計と接続する際には注意が必要である（２７）。高島（２０１７）では，攝津・Bassino・深尾

（２０１６）のデータを使用していたため国内概念なのかもしれないが，同書でこの概念調整がどこ

まで厳密に検討されていたのかは正直なところ不明である。この観点では，実は①の論文の後に

発表された，以下の溝口による単著論文に注目しておきたい。この論文では，これらの概念調整

が周到におこなわれているからである。

⑥溝口敏行「長期国民経済計算からみた１９４０年代の日本経済」一橋大学経済研究所編『経済

研究』第４７巻第２号，岩波書店，１９９６年。
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当論文は，①と異なる科学研究費補助金で実施された研究の成果であるが，ここでは１８８５～

１９９０年までの名目での国内総支出・国民総支出，実質での国民総支出（１９８５年基準），名目・実

質での国民総生産など貴重なデータが多数掲載されているため，この分野では必読文献といえよ

う（２８）。これらの数字は，溝口が従来実施してきた一連の第２次大戦時・大戦後のＧＤＰ推計と

比べても遜色がないように思われる。ただし１８８５年から１９３０年までは５～１０年おきに推計され

ているため，図１では最上部に一点鎖線で示されているが，少なくとも近代に限定してもこれだ

け長期にわたる整合的なデータは，現在でも最高水準の研究成果である。溝口自身が「比較的推

計方法が類似している「国民経済計算 遡及推計」と「長期経済統計」の系列を，１５年間（戦

時・戦後の１９４０～５５年）の補完推計によってできるだけ合理的に接続すること（は，中略）概

ね目的が達成されたように思われる。」（丸カッコ内は筆者）（２９）と記述していることからも，同論

文の完成度を推察できよう。また専門家が１世紀以上にわたるデータを一本に接続しているた

め，素人によって多数のデータを接続するリスクを回避しているはずである。

以上の両概念の差について，明治期初頭以前にはほとんど無視できるから問題視する必要はな

いという議論もあろう。たしかに現在よりも小規模の国民経済であるから，このような議論も可

能かもしれないが，無碍にはできない。そこで⑥の論文中に掲載されている粗国民総支出と国内

総支出の乖離の程度をみると，表３のようになる。ここで粗国民総支出・粗国内総支出は聞きな

れない用語であるが，これらは大川一司ら一橋学派が独自に使用している用語であり，一般的に

はＳＮＡ統計の国民総支出・国内総支出に相当する概念である。この検証のために本来は，粗国

民総生産と粗国内総生産を使うべきだが，同論文で粗国内総生産が公表されてないため，代わり

に支出データを使用する（３０）。この表では，たしかに１８８５・９０・９５年の３ヵ年は両者がほぼ一致

表３ 国内概念と国民概念（いずれも名目値）の乖離
（単位：１００万円，％）

年 ①粗国民
総支出

②粗国内
総支出

乖離率
（②／①）

１８８５
１８９０
１８９５
１９００
１９０５
１９１０
１９１５
１９２０
１９３０
１９４０

８０６
１，０５６
１，５５２
２，４１４
３，０８４
３，９２５
４，９９１
１５，８９６
１４，６７１
３６，８５１

８０７
１，０５９
１，５５３
２，２８２
３，１１０
３，９８５
５，０５６
１５，８６５
１４，６２８
３６，６４４

１００．１２
１００．２８
１００．０６
９４．５３
１００．８４
１０１．５３
１０１．３０
９９．８０
９９．７１
９９．４４

（注）１．原資料の単位（１０億円）を１００万円に変更した。
２．粗国民総支出とは国民総支出，粗国内総支出とは国
内総支出のことを意味する。通常の「SNA 統計」の
用語と異なる点に留意してほしい。

（資料）溝口敏行「長期国民経済計算からみた１９４０年代の日
本経済」『経済研究』第４７巻第２号の１０１頁の表１
より谷沢が作成。

超長期ＧＤＰ推計におけるデータ接続問題 207



しているが，１９００（明治３３）年には９４．５３％となって国内総支出が国民総支出より６％も少な

くなっているため，無視することは危険である（３１）。

なによりも溝口が，表３のように１８８５年時点から国民概念と国内概念の２つの支出項目を明

確に分けて推計している，という事実に素直に注目すべきだろう。そしていままで繰り返し提示

してきた非１次産業のＧＤＰ推計で，非説明変数として府県別・産業別ＧＤＰデータを使用して

いたことを思い出してほしい。そのデータのうち，非１次産業の構成比の大きな東京，大阪など

の都市圏では，地方圏以上にＧＤＰとＧＮＰの差が大きくなると推測されるため，国内概念と国

民概念の区別は無視できないはずだ。それゆえ表３のように，全国計で比較しただけでは実態を

見誤ることとなる。これらの事例を考慮すると，やはり国民概念と国内概念を意識しつつ誠実に

推計すべきである。また先述の攝津・Bassino・深尾（２０１６）や高島（２０１７）のデータが，これ

を意識して正確に推計されていたのを確認することは難しい点を追加しておく。

このように多様な情報が含まれているにもかかわらず，攝津・Bassino・深尾（２０１６）やマ

ディソンの一連の著作では，この⑥論文がまったく言及されていない。もちろん高島（２０１７）で

も一言も言及されていない。この背景には，いかなる事情があったのだろうか。もしかしたら，

攝津・Bassino・深尾（２０１６）が，あくまでマディソンの一連の推計値と比較することに主眼を

置いていたため，両者とも使用していた①のデータを使用し続けたのかもしれない。しかしこの

理由は，かならずしも強い根拠とはなりえないだろう。筆者は，⑥のデータを使用すれば，国

内・国民概念を周到に調整しつつ，接続回数を減らして古代から１９９０年までを通じた推計作業

をおこなうことができると思うが，攝津らが同論文を使用しない理由は不明である。このような

情報を考慮すると，高島（２０１７）では⑥を使用した可能性は低いように推察される。とにかく一

橋学派のなかで⑥論文がいかなる位置づけにあるのか，筆者は個人的に関心を持っている。

それでは以上の①～⑥の資料は，高島（２０１７）のなかでいかなる位置づけにあったのであろう

か。この点について，すでにしばしば記述しているようにまったく言及されておらず，それゆえ

縦のデータ接続は新たに実施された作業にもかかわらず，本文中では一言も解説されなかった。

また同書の末尾「参考文献」でも，上記のうち③のＬＴＥＳ『国民所得』以外は掲載されていな

い。これらの事実から，高島（２０１７）のなかではデータ接続問題については重要性が低かったと

いえよう。特に参考文献で関連資料類が掲載されていなかった背景には，おそらくこれらの基礎

データ類がすでに攝津・Bassino・深尾（２０１６）で使用されていたため，掲載の重複を避けて削

除していたのかもしれない。しかし常識的に考えれば，接続作業の概要がまったく記述されてい

ない状況が推計データのブラックボックス化を進めていると言わざるをえない。

さらにもう一点の重要な事項を追加しておきたい。それは，攝津・Bassino・深尾（２０１６）の

「補論１．ＬＴＥＳと比較した Fukao et al . 推計の特徴と Fukao et al. 推計に本論文で加えた改

訂の概要」において，以下のような記述があることである。

「Fukao et al.（２０１５）は，１８７４年，１８９０年，１９０９年，１９２５年，１９３５年，１９４０年 の６つ の ベ
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ンチマーク年についてのみ推計を行っている。本論文［攝津・Bassino・深尾（２０１６）のこと］

では，この結果に以下のような改訂を施した上で，１８７４年，１８９０年，１９０９年の３つの年次の

データを利用し，分析をおこなった。」（３２）（［ ］内は筆者が補足）。

この引用文によると，ＬＴＥＳの対象時期とほぼ同時期の新たなＧＤＰ推計値として，以下の

ような Fukao et al.（２０１５）が存在していたことがわかる。

⑦Fukao et al .（２０１５）Regional Inequality and Industrial Structure in Japan: 1874 -2008.

Tokyo: Maruzen Publishing Co., Ltd.

この推計値は，「長期経済統計シリーズ（ＬＴＥＳ）の改訂と過去への遡及を」（３３）おこなうこ

とを目的として作成されたが，それをさらに攝津・Bassino・深尾（２０１６）では改訂したわけで

ある。ＬＴＥＳに様々な問題があったことは事実であろうが，Fukao et al.（２０１５）はわずか６時

点の推計にすぎなかったほか，２０１６年時点でもすでに改訂されていたことがわかる（３４）。さらに

ＬＴＥＳでもその推計精度が低いと批判されていた第３次産業のＧＤＰデータが，推計方法はわ

からないもののおそらく推計されたことはほぼ間違いなかろう。これらから判断すると，データ

接続にあたってはＬＴＥＳを利用した可能性が高いが，Fukao et al.（２０１５）がまったく使用さ

れなかったとは断定できない。このような事情を考慮して，図１でも当資料を追加している。

最後に，データ接続問題を記述する際の留意点を示しておこう。すなわち一般論として言え

ば，接続のために複数のデータが存在する場合には，各系列がいかなる方法で作成され，それら

の基準年が何年であり，それらは何年から何年まで入手できるか，それらを使用して接続データ

を作成する際には何年と何年で接続しているのか，各系列の単位はいかに変換していったのか，

を慎重に記述していくべきである。さらに使用した国民概念（ＧＮＰ）が，いかに国内概念（Ｇ

ＤＰ）へ修正されていったのか，にも注意しなければならない。残念ながら，高島（２０１７）では

このような視点がほとんど欠落していたと言わざるをえない。

（３）データの追加公表
以上のようなデータ接続方法に関する問題のほかに，推計データの公表という面でも無視でき

ない問題を持っているように思われる。この事実は，高島（２０１７）で提示された推計データの量

と質が，その推計作業量の割りにかなり少ないことで直感できるはずである。この点については

すでに前著でも指摘していたが，本節ではさらに具体的に説明しておきたい。

同書では，本文３０４頁（ただし「参考文献」，「あとがき」，「索引」などを除外する）に対し

て，我々の利用できるデータはわずかに数頁分にすぎない。この事実より，いわばデータ公表が

抑制的である特徴を見つけられる。読者側からすると，本来は当然公表されるべきデータが公表

されていないために，わずかに公表されたデータ（代表例は，国際比較用の１人当たり実質ＧＤ
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Ｐ）のみでは，各推計段階の信頼性チェックをおこなうことができない，いわばブラックボック

スの状態にある。また新たな研究をおこなう際に基礎データとして利用したいデータが公表され

ていないため，その研究を断念せざるをえない場合もでてくるだろう。このような状況を払拭す

るために，高島（２０１７）のなかで当然に公
�

表
�

さ
�

れ
�

る
�

べ
�

き
�

で
�

あ
�

っ
�

た
�

データを中心として，以下に示

しておく（なお，一部のデータは外部公表されているが，データ公表の様式を示す関係上あえて

書き出している点に注意のこと）。

Ⅰ．本表（いずれも７３０～１９９０年の全国計データ）：

１８７４年基準の産業別実質ＧＤＰデータ（石表示，円表示）（３５）

１８７４年基準の１人当たり産業別実質ＧＤＰデータ（石表示，円表示）

１９９０年基準の産業別実質ＧＤＰデータ（円表示）

１９９０年基準の１人当たり実質ＧＤＰデータ（円表示）

１９９０年基準の産業別実質ＧＤＰデータ（国際ドル表示）

１９９０年基準の１人当たり産業別実質ＧＤＰデータ（国際ドル表示）

人口データ（鬼頭・ファリス系列）

Ⅱ．付表（特定期間別または地域別・産業別データなど）：

古代（平安前期）の『和名抄』諸本による旧国別田積数

古代（平安後期）の『拾芥抄』諸本による旧国別田積数

非熟練労働者の実質賃金データ（原データ，修正データ）（３６）

１８７４年，１８９０年，１９０９年（以下，３時点と略記）ほかの府県別人口密度・都市化率

攝津・Bassino・深尾（２０１６）で使用された１８７４年基準の産業別実質ＧＤＰデー

タ，３時点分（円表示，石表示）

攝津・Bassino・深尾（２０１６）で使用された１８７４年基準の１人当たり実質ＧＤＰ

データ，３時点分（円表示，石表示）

ＬＴＥＳにおける１９３４～３６年基準の実質ＧＮＰデータを修正した産業別実質ＧＤ

Ｐデータ（円表示）

ＬＴＥＳにおける１９３４～３６年基準の実質ＧＮＰデータを修正した１人当たりＧＤ

Ｐデータ（円表示）

溝口・野島による１９５５年基準の産業別実質ＧＤＰデータ（円表示）

溝口・野島による１９５５年基準の１人当たり実質ＧＤＰデータ（円表示）

経済企画庁による１９８０年基準の産業別実質ＧＤＰデータ（円表示）

経済企画庁による１９８０年基準の１人当たり実質ＧＤＰデータ（円表示）

経済企画庁による１９８５年基準の産業別実質ＧＤＰデータ（円表示）

経済企画庁による１９８５年基準の１人当たり実質ＧＤＰデータ（円表示）

１９９０年基準の円表示から国際ドル表示へ変換するための１９９０年の購買力平価（１
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時点のみ）ほか

ちなみに「本表」とは，高島推計の一環として入手できる既存データであり，できれば本文の

しかるべき部分に解説付きで提示しておくべき重要度の高い表である。一方，「付表」とは，高

島推計を実施するにあたって利用した先行研究関連のデータで，同書の末尾に一括して掲載して

おくべき表を指している。

このうち「本表」のデータは，石表示，円表示・国際ドル表示とも７３０年から１９９０年までの

時系列データを示している。円表示では，１８７４年価格と１９９０年価格の実質値が考えられるが，

このうち最も重要な１８７４年価格の実質値は図１の長期接続データに相当するものである。また

古代・中世の農業生産では，新旧度量衡による修正前・修正後の両系列が必要となる。そしてこ

れらのデータが，いかに１８７４年基準の石表示→同基準の円表示→１９９０年基準の円表示→同基準

の国際ドル表示と変換されたのかを，本文のなかで個別に解説しなければならなかった。別の言

い方をすると，推計方法の具体的な記述がおこなわれていれば，その流れのなかで必然的にこれ

らの多様なデータも本文中で公表されていたであろう。

とにかくこれらのデータは，（a）わが国に関して現在と数世紀前の非１次産業の経済規模（１

人当たり規模，総額）を比較する場合，（b）現在の低開発国と数世紀前のわが国の非１次産業

の経済規模（１人当たり規模，総額）を比較する場合，といった基礎研究にとって重要なデータ

であるため，是非とも公表してほしかった。ちなみに同書で非１次産業の推計方法として参考に

していたマラニマによる先行研究では，近代イタリアにおける非１次産業の割合が提示されてい

たから，高島の推計結果と比較できたはずである。陳腐な言い方をすると，ペティー＝クラーク

の法則を塗り替えるような研究成果を導いていたかもしれない。そのほか研究者であれば，これ

らのデータは各自が進めている研究のなかでかならず使用したがる魅力的なものであろう。ちな

みに高島（２０１７）では，先述のとおり第２・３次産業のＧＤＰを明治前半期の人口密度と都市化

率という２つの人口現象データを利用した計測式で推計していた。それゆえこの推計方法には政

治体制や各種経済制度の変更が反映されていないはずだが，それにもかかわらず中世のデータの

動きを説明する際に貫高制の導入，社会的分業・貨幣流通の発展などを理由としてあげてい

る（３７）。このような要因と推計値の動きをむすびつけることは，慎重におこなうべきであり，少

なくともこのような解釈をおこなう前に，上記の（b）のような国際比較などを検証すべきで

あった。

他方，「付表」では，高島の推計作業で使用した先行研究のデータであるが，これらは原デー

タのまま開示することを求めている。その理由は，これらのデータの多くが入手の困難なもので

あるほか，たとえ入手できたとしても，統計書中にある多数のデータのうちどのデータを入手し

たのか，かならずしも判然としないために，あえて公表を求めるものである。もちろん今回の高

島推計の再検証にとっても重要であるからだ。このうち古代の田積数に関する最初の２つのデー
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タは，前著でも指摘したように，高島（２０１７）では第１章で古代（特に平安前期・後期）の田積

数に関して８頁に及ぶきわめて大きな表（表１―３のＡ，Ｂ，Ｃ）が掲載されており，他の章と比

べて突出した情報提供がおこなわれていたものの一部である。高島（２０１７）の本文を読む限り，

この表１－３のＣ（諸本記載の田積数）４頁分はまったく使用されない部分であり，残りの部分

もあえて本文のなかに入れる必要はないように思われる。もし表１―３のＡ，Ｂを情報公開したい

のなら，付表のなかで古代の旧国別田畠面積として掲載しておくべきと判断した（なお以上の関

連では，本稿末尾の［付記］も参照のこと）。以上の理由によって，あえて付表に移動すべきと

考えたため取り上げたものである。

ところでこれらのデータが，いずれも推計（または入手）ずみであったにもかかわらず公表さ

れなかったのは，いかなる理由からであろうか。その理由としては，①高島がこれらのデータの

信頼性が低いと思っていたこと，②産業別データには興味がなかったこと，③高島が今後とも多

様なデータを推計していく際に，自分たちのスケジュールに沿ってこの作業をおこなうため，競

合する研究者に情報提供をすることを控えたこと，のいずれかであったかもしれない。これは高

島本人に聞いてみないとわからないが，①は一橋学派の研究者によってその信頼性はチェックさ

れていたはずだし，②の興味がなかったということも考えづらい。このような消去法で考える

と，③の理由が高いかもしれない。

このようなデータの未公表に対して，読者側から批判することは容易であるが，それだけでは

個人的な感情にすぎないと片づけられる可能性が高い。そこで過去に実施されたＬＴＥＳがこの

問題に関していかに対処していたかを紹介することで，同問題に関する解決策を提示しておきた

い。ＬＴＥＳプロジェクトでは，大川一司を会長とする国民所得推計研究会が組織され，各種の

基礎作業が積み上げられ，最終的に刊行物として『長期経済統計』全１４巻が出版された（３８）。こ

のような一連の作業スケジュールのなかでは，推計作業の途中で各種の重要な統計情報が入手で

きるものである。これらは，おもに①最終目的としてのデータ推計上で必要となる基礎データ，

②これらのデータを使用して数段階の操作を経て推計されたデータ，の２種に分類することがで

きる。いま，これらを生産工程で例えるなら，①は原材料としてのデータ，②は半製品（または

仕掛品）としてのデータである。この分類に従うと，先述の「本表」データが①，「付表」デー

タが②に相当する。筆者は情報科学分野に疎いため，これらの関連データの専門用語を知らない

が，とりあえずプロセス・データと呼ぶことにしよう。同データは，担当の研究者のほか後続の

研究者にとっても重要な，研究上の資産となる。たとえば金融関連データをもとに，後に藤野正

三郎・寺西重郎が『日本金融の数量分析』を出版したことなどが，その代表例としてあげられよ

う。

それではこれらのデータは，担当者が秘蔵していたのであろうか。ＬＴＥＳの場合には，１９５４

～６４年までに作成された同研究会の資料類が，現在では一橋大学経済研究所社会科学統計情報

研究センター内に「国民所得推計研究会資料：原稿及びワークシート」などの資料名で数十編ほ
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ど保管され，外部の研究者にも貸出されている。ちなみに最近の貸出状況をみると，そのうちか

なりの割合が２０１９年３月末までの貸出期間であるか，すでに２０１８年３月末の期限にもかかわら

ず，いまだ返却されていない状況にあった（これらの返却期限を過ぎた借入者は，おそらく一橋

大学の関係者であろう）。これらの状況から判断すると，過去の推計作業の遺産が現在でも有効

に活用されている事実を確認することができる。つまり上記のようなプロセス・データの保存・

公開は，後続研究の発展にとって非常に重要な資源になっていることを示唆している。この事実

は，今回の高島がおこなった一連の超長期ＧＤＰ推計の事例にも適用できるはずだ。

余談であるが，高島が推計作業で使用した明治期の県別総生産データと類似のデータが現在，

一橋大学経済研究所のＨＰの「データベース」上で，「戦前期日本県内総生産データベース」と

して公表されている（３９）。このデータベースは，「府県別の産業別粗付加価値額（１８９０，１９０９，

１９２５，１９３５，１９４０）」，「農業に関する府県別の粗付加価値額（１８８３―１９４０）」，製造業に関する産業

中分類別（９分類）の粗付加価値額（１８７４，１８９０，１９０９，１９２５，１９４０）」，府県別の産業別（８分

類）有業人口（１９０６，１９０９，１９２５，１９３５，１９４０）」である。筆者は詳細な検討をおこなっていな

いが，１８７４年の全産業粗付加価値額が含まれていないため，これらのデータベースが高島の使

用した数値そのものとは考えづらく，おそらく上記の②の事例を含むプロセス・データであると

推測される（４０）。このような事例をみると，攝津らのデータ推計作業では従来のＬＴＥＳの伝統

を引き継いでいたが，高島の推計作業ではこの伝統が途切れていた。もしかしたら今後に上記の

本表，付表の各データが公表される可能性があるかもしれないが，それでも『経済成長の日本

史』のなかに上記の追加データが掲載されていないという点では遅きに失している。

とにかくこのような推計方法・データの未開示は，推計データの信頼性を低めることにはなっ

ても高めることにはならない。しかも高島（２０１７）の第７章にある「将来的な研究の見通し」に

掲げている多様な新規データが，このような態度のまま今後も推計され続けるとしたら，我々は

これらのデータをいかに扱えばよいのだろうか。このままだと利用する側の我々の不信感が増す

ばかりのように思われる。ただし読者側からすると，これは高島（２０１７）だけの問題ではなく，

そこで使用された関連データの公表やその推計方法に関する適切な解説等も含めて，一橋学派全

体としての研究スケジュールや成果公表のタイミングなど，緻密なスケジュール管理とも関連す

る話のように思われる。研究成果の公表とはこのような周辺事項にまで及ぶため，論文公表が速

いことが一概に良いとはいえない。以上のように，高島の推計方法がパネル・データ分析を加え

るなど高度化している部分は確認できるが，本稿で扱ったデータ接続方法の記述面や推計データ

の公表面ではＬＴＥＳの場合と比べて消極化しているなど，時代の流れのなかで一橋学派の伝統

が変質しつつあることを実感した。

（４）終わりに
本稿では，超長期ＧＤＰの推計作業できわめて重要な工程の一つであるデータ接続に関して，
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高島正憲著『経済成長の日本史』のなかで実施されたと思われる方法を，あくまで筆者の推測に

もとづき再現してみた。このような議論は本来，同書のなかで説明されるべきであり，第三者が

論じるものではないが，残念ながら具体的な説明がいっさいなかったため，関連する研究を踏ま

えてその推計方法を独自に再現したほか，それにともなって得られる推計データの追加公表を併

せて提言したものである。溝口敏行・篠原三代平らの先行研究者の論文・報告書などと比較する

と，推計方法に関する記述が極端に省略されており，およそ当該分野の専門家でないかぎり同結

果の経済的含意を正確に理解することは困難である。このような記述スタイルは，経済史研究の

国際化のなかで選択されたのかもしれないが，筆者は一種の参入障壁のように感じた。なぜこれ

ほど重要な部分を記述しなかったのかその理由は不明であるが，とりあえず以下では本稿の検討

結果を要約しておこう。

まずデータ接続問題は，横のデータ接続問題と縦のデータ接続問題に分けて検討した。横の

データ接続問題では，攝津斉彦らの先行研究より得られた１８７４年時点における１次産業の石数

と円表示のＧＤＰを使用して換算レートを計算し，それを使用して非１次産業のデータを１次産

業のデータと石数で接続する方法を適用した。このような方法は筆者が前著で「石高法」と命名

した方法であり，高島によって初めて全産業に適用されたのは興味深いが，通貨の複雑な換算を

回避して産業別データの接続を容易にする反面，特定年次の価格構造に固定されるため，超長期

ＧＤＰの推計誤差を発生させる大きな問題を抱えていることを指摘した。一方，縦のデータ接続

問題は，度量衡変更問題と多時点接続問題の２つを検討した。まず前者は，古代・中世の農業

データを近世以降のそれに接続する際に発生する問題であるが，この具体的な方法は残念ながら

再現することができなかった。後者は基準年の異なる複数のデータを接続する問題であるが，先

行研究であるＬＴＥＳのほか溝口敏行，野島教之，攝津斉彦などの新規推計，経済企画庁の長期

遡及推計などの各データを使用して，１９９０年までの超長期接続データを作成した可能性を提示

した。ただしＬＴＥＳなど一部のデータでは，国民概念のＧＮＰを国内概念のＧＤＰに修正する

方法を確認できなかった。そして国際比較データを作成するまでには，１８７４年基準の石表示→

同基準の円表示→１９９０年基準の円表示→同基準の国際ドル表示と，４段階の単位変換という複雑

な手続が必要であることを示した。

次に高島『経済成長の日本史』では，推計されたデータがすべて公表されていたわけではな

く，重要なデータが未公表の状況にあったことを指摘した。そのうえで本稿では，追加して公表

すべきデータ類を，本表と付表に分けて個別に提示した。これらのデータは様々な分野に及んで

いたが，本表のなかで最も重要なデータとして，１８７４年基準の産業別実質ＧＤＰデータや１人

当たりＧＤＰデータがあげられる。いずれも石表示，円表示による，７３０年から１９９０年に及ん

だ超長期データである。また古代・中世の農業生産に限ると，新旧度量衡による修正前後の両系

列が必要であることも追加して説明した。これらのデータは，いずれも現在と数世紀前の（産業

別）経済規模を比較するといった基礎的な研究にとって必要不可欠のデータであるため，是非と
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も公表すべきであったが，大変に残念なことに公表されていなかった。一方，付表では，いずれ

も超長期データ推計の原材料になるデータ（いわゆるプロセス・データ）に相当するが，ほとん

ど公表されていなかった。しかし高島（２０１７）の分析結果と直接関係ないと思われても，他の研

究者にとっては多様な使い方が想定されるため，是非とも公表を望むものである。

筆者は，前著の「（５）終わりに」の部分で「高島（２０１７）では，ときとして検証可能性・再現

性を担保した最低限の説明が欠けていた。」（４１）と指摘したが，本稿で論じたデータ接続問題でも

改めてこの思いを強くした。この部分を本稿の結果を含めて再度正確に言うと，「推計データの

再現にあたってきわめて重要な情報が欠落しているか，図表の注書き部分等で若干記述されてい

るにすぎない。それゆえ推計を試みようとする研究者各自は，手探りで作業をおこなうような状

況を強いられており，検証可能性・再現性を担保した最低限度の説明が欠けていた」と書くべき

である。特にファインプリントのような記述スタイルが，意識的におこなわれたのかどうかは判

断がつきかねるが，いずれにしてもかなり問題のあることといえよう。データの公表について

も，近年は社会科学分野でも検証可能性・再現性の担保に向けて使用データ等の保存が求められ

ているが，今回の事例はそのような動きと逆行する行動のように思われる（４２）。

日本の超長期ＧＤＰ推計プロジェクトは，かつてのＬＴＥＳと比べるときわめて少数の研究者

たちによって支えられていたがゆえに，前著や本稿で示したように推計方法や推計データの開示

に関して多くの問題点を抱えていた。これは，推計データの信頼性のみならず今後の推計プロ

ジェクトの作業内容にとっても無視できないため，もう一度関係者間で推計作業全体の作業工程

を見直す必要があるように思われる。またデータの信頼性については，前著で「過去の研究に照

らして全般的に極端な違和感は見当たらない」（４３）と書いたが，それを判断するのは推計方法や推

計データの開示がおこなわれた後でも遅くはなかったかもしれない。

［付記］前著の一部訂正について

本稿の執筆中に，前著の本文１７頁，上から２つめの段落の上から３行目以降で，不正確な記

述が見つかった。この部分は本稿の内容とも密接に結び付いているため，ここでお詫びして訂正

しておきたい。

〈誤〉このうち耕地面積は，行政単位「郷」数に１郷当たり田地面積を掛けて総田地面積を算

出するが，郷数には正規郷のほか非正規郷も含めて検討する。土地生産性も，基本的には同

様の方法を採用している。

〈正〉このうち耕地面積（田畠計）は，奈良時代については行政単位「郷」数に１郷当たり田

地面積を掛けて総田地面積を算出するが，郷数には正規郷のほか非正規郷も含めて検討す

る。平安時代前期・後期の田積数は『和名抄』，『拾芥抄』の数値を利用する。一方，畠面積

は，各時期とも耕地面積に占める畠面積の割合（畠地率）を資料類より求めて推計した。次

に土地生産性は，当時の法令（不三得七法・七分法の関連）資料や土地資料から，時期別に
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田と畠に分けて推計している。

註
（１）前著とは，谷沢弘毅「歴史統計の推計方法に関する一考察―１人当たり実質ＧＤＰの事例―」神奈川大
学経済学会編『商経論叢』第５３巻第３号，２０１８年５月である。また高島（２０１７）とは，高島正憲『経済
成長の日本史』名古屋大学出版会，２０１７年である。

（２）谷沢「歴史統計の推計方法」の３４頁。
（３）谷沢「歴史統計の推計方法」の２２頁。
（４）ここで③の円表示から１９９０年国際ドル表示への変換作業は，完全に解明されているわけではないが，
おそらく１９９０年円表示と１９９０年国際ドル表示の比率で各年次を調整するだけである。この点について
は，谷沢「歴史統計の推計方法」の２１～２２頁で解説している。

（５）高島『経済成長の日本史』の２３６頁。
（６）ちなみに高島『経済成長の日本史』で“ベンチマーク年”という用語がもっとも頻繁に使用される箇所
は，意外なことに第７章の「１ データと推計の基本的な方針」の１）ベンチマーク年の部分である。こ
のように同書の最終段階になって，なぜかベンチマーク年を改めて設定する議論が古代に遡って行われて
いるが，すでに古代については第１章の「古代の農業生産量の推計」部分で年次が特定化されているた
め，このように最終段階になって同議論を蒸し返す理由が理解できない。またこの部分で記述しているベ
ンチマーク年とは，たんに「計測年次」のことにすぎないが，わざとベンチマーク年と表現する根拠は不
明である。

（７）高島『経済成長の日本史』の２３６頁の下部の注書き。
（８）高島『経済成長の日本史』の２７１頁。
（９）表７―３は，高島『経済成長の日本史』の２６８頁に掲載されている。

（１０）代表的な事例として，谷沢「歴史統計の推計方法」の１８頁にある１８４６年の
Q
N
（１人当たり農業生産

量）の１．７６石，同じ頁の明治期初頭の全石高に占める農業石高の割合である８４．３６％があげられる。こ
れらは，いずれも高島『経済成長の日本史』の推計方法を説明する本文中には存在せず，別の場所にある
図表の注書き等で示された内容である。

（１１）近年におけるＳＮＡ統計の実質化で連鎖基準方式が採用されている事情については，内閣府ＨＰの
「国民経済計算（ＧＤＰ統計）」の「よくある質問」における解説文書（http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/

data/data_list/kakuhou/files/about_old_kaku/about_old_kaku.html#c4）と，内閣府経済社会総合研究所国
民経済計算部による 2004年１１月１８日付け通達「国民経済計算の実質化手法の連鎖方式への移行につい
て」を参照のこと。

（１２）このうち「諸色高の米価安」については，谷沢弘毅『近現代日本の経済発展』上巻，八千代出版，
２０１４年の２２頁，幕末の開港にともなう価格体系の激変については同書の６５頁を参照のこと。

（１３）このような長期遡及データの作成方法については，経済企画庁編『長期遡及主要系列 国民経済計算
報告―平成２年基準―（昭和３０～平成６年）』大蔵省印刷局，１９９６年の６０９～６１０頁の「解説：生産面の
実質長期系列について」を参照のこと。同報告書では，１９６５年，１９７５年，１９８５年，１９９０年を基準年とし
た４系列の原データを使用して，１９９０年基準の長期遡及データ（実質値）を作成している。

（１４）高島（２０１７）の２９２頁でも，今後の研究計画の５番目として「５）物価・賃金・所得」の研究をあげて
いるが，ここで物価をあげた理由は「実質賃金の数量経済史的な研究を目指す」といった一般論にすぎ
ず，本稿のように石高法の問題点を解消するためというわけではない。この点は強調しておく必要があろ
う。

（１５）表２と類似の表が，谷沢「歴史統計の推計方法」の５５頁で表５として掲載されている。こちらの表
は，あくまで高島『経済成長の日本史』のなかに“農業生産高”という名称で複数のデータが掲載されて
いることを指摘するために作成されたものであるため，本稿のように度量衡の変更にともなう石高修正の
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話とは異なる目的で使用されている。このように上記の表とは使用目的が異なる点に注意してほしい。
（１６）高島『経済成長の日本史』の２７４～２７５頁の表７―４。
（１７）攝津斉彦・Jean-Pascal Bassino・深尾京司「明治期経済成長の再検討―産業構造，労働生産性と地域
間格差―」『経済研究』第６７巻第３号，２０１６年の２０９～２１０頁。

（１８）Maddison（１９９５），Maddison（２００１）に関するデータ推計などの詳しい情報については，谷沢「歴史
統計の推計方法」の（３）「マディソンの国際比較」を参照のこと。

（１９）溝口敏行・野島教之「日本の国民経済計算：１９４０―５５」『一橋論叢』第１０７巻第６号，１９９２年。
（２０）溝口敏行・野島教之「１９４０―１９５５年における日本の国民経済計算の吟味」一橋大学経済研究所ディス
カッションペーパーＢ１１，１９９２年は，一橋大学経済研究所のＨＰの「刊行物：ディスカッションペー
パー １９９０年―１９９４年」（http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/publication/dp1990.html）でその存在を確認
したが，入手することはできなかった。また溝口敏行・野島教之「１９４０―１９５５年における国民経済計算の
吟味」『日本統計学会誌』第２３巻第１号，１９９３年は，ネット上から入手が可能である。ちなみに同論文
は，溝口・野島による『一橋論叢』掲載論文（註（１８））が要旨を発表しただけで統計作業の詳細がしめ
されておらず，利用者に不便なものであったため，作業の全容を示すために作成されたものであるという
（詳細は，同論文の１０７頁を参照）。１９４０～１９５５年までの名目・実質国内総生産が１年ごとに掲載されて
いる。
このように溝口による１９４０―１９５５年における国民経済計算の関連データは多数の著作で発表されている
が，おそらく最後に掲げた『日本統計学会誌』と『経済研究』の掲載論文が，もっとも精巧な推計値かも
しれない。これに対して攝津・Bassino・深尾「明治期経済成長の再検討」では，おそらく『日本統計学
会誌』掲載論文のデータを利用していると推測されるため，若干の誤差が発生しているだろう。

（２１）この資料情報は，溝口敏行「長期国民経済計算からみた１９４０年代の日本経済」一橋大学経済研究所編
『経済研究』第４７巻第２号，岩波書店，１９９６年の１０７頁の注５）より入手した。なお正確に言うと，⑤の
報告書では１９８９年までのデータしか入手できず，１９９０年データは当時の『国民経済計算年報』から入手
していたと推測されるが，煩雑になるため同報告書の存在は省略した。

（２２）接続指数の計算・利用方法については，例えば総務省統計局のＨＰ「平成２２年基準 消費者物価指数
の解説」（http://www.stat.go.jp/data/cpi/2010/kaisetsu/index.html）のⅢ「消費者物価指数の作成方法」
を参照して欲しい。

（２３）詳しくは，谷沢「歴史統計の推計方法」の４．２．「購買力平価問題の一解法」を参照。
（２４）戦後のＳＮＡ統計の基準改定については，内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部編『国民経済計
算について（平成２３年基準版）』平成２８年１１月３０日初版（http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/seibi/2008

sna/pdf/20161130_2008sna.pdf），が詳しい。
（２５）この点は，谷沢弘毅『コア・テキスト 経済統計』新世社，２００６年の５４頁を参照のこと。
（２６）このように考えた根拠は，ＬＴＥＳの統計系列を「現在広く利用されているＧＤＰ推計，すなわち大
川一司らによる長期経済統計（ＬＴＥＳ）シリーズは，（以下省略）」，「大川一司らによる近代日本のＧＤ
Ｐ推計は，（以下省略）」，（いずれも攝津・Bassino・深尾「明治期経済成長の再検討」の１９３頁）と記述
するなど，国内概念と国民概念が混同されており，溝口のような厳密な概念の調整がおこなわれていない
と推測されるからである。

（２７）国連統計委員会によるＳＮＡ統計の推計マニュアルの改訂は，「１９５３ＳＮＡ」，「１９６８ＳＮＡ」の後も，
「１９９３ＳＮＡ」，「２００８ＳＮＡ」へと順次実施されているほか，それに対応して現在，わが国では「２００８Ｓ
ＮＡ」への移行作業が進められている。しかし内閣府経済社会研究所では，過去の各遡及推計値を接続す
るための概念・定義の調整やそれにもとづく改訂作業はおこなっていないため，我々が厳密に同一定義の
もとでデータを修正させることは不可能であろう。

（２８）この科学研究費補助金とは，平成５－７年度科学研究補助金「２１世紀の世界経済における日本型経済
システムの役割と現状」（特定研究 代表者寺西重郎）である。

（２９）溝口「長期国民経済計算からみた１９４０年代の日本経済」の１０７頁。
（３０）溝口「長期国民経済計算からみた１９４０年代の日本経済」では，総支出については国民・国内概念の
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データが表１で公表されているが，総生産については表３で国民概念のデータしか公表していない。この
ため何らかの理由によって，総生産では国内概念のデータが推計できない可能性もあるが，同表において
実質国民総支出が第１次産業，第２次産業，第３次産業，調整項目の合計として提示されているため実質
粗国民総生産のことと考えられるから，少なくとも三面等価を仮定していることが確認できる。ちなみに
大川一司ほか編『長期経済統計１ 国民所得』東洋経済新報社，１９７４年の１１頁にある第１章の注１）で
は，「この章ならびに後段の諸章では，特記しないかぎり粗国民支出，ＧＮＥの推計値をＧＮＰの値とし
て用いる。いうまでもなくＧＮＰ＝ＧＮＥの前提による。第４章で述べるように実際には両者の推計値の
間には統計的不突合が存在する。」という記述があるから，このような考え方はすでに一橋学派にとって
も一般的であったことがわかる。以上の事実から，上記の溝口論文でも名目粗国内総生産＝名目粗国内総
支出，名目粗国民総生産＝名目粗国民総支出とみなして差し支えなかろう。

（３１）もちろんこの議論の前提には，生産・支出の各デフレーターが完全にパラレルに動くということを想
定している。この前提を取り払うと，より乖離度が増す可能性も否定できない。

（３２）攝津・Bassino・深尾「明治期経済成長の再検討」の２０６頁。
（３３）攝津・Bassino・深尾「明治期経済成長の再検討」の２０６頁。
（３４）攝津・Bassino・深尾「明治期経済成長の再検討」で使用したデータが Fukao et al.（２０１５）を改訂した
データであることは，高島『経済成長の日本史』の２３６頁の欄外にある注）７でも指摘されている。

（３５）厳密に言うと，このＧＤＰデータのうち石表示のデータはすでに高島『経済成長の日本史』の２６５頁
の表７―２（Ａ）に一部が掲載されているが，石表示，円表示，１９９０年国際ドル表示は３系列をセットで公表
すべきである，との考えにもとづき表示した。１人当たりＧＤＰデータも同様の考えをしている。

（３６）この賃金データでは，高島『経済成長の日本史』の９６頁にある図２―１から，京都・大坂の各データを
原データ，両者を接続したデータを修正データと呼ぶことにしたものである。このような名称と考え方
は，筆者が考案したものであり，高島の本にはいっさい記述されていないが，このような作業が実際に行
われたであろう，という筆者の推測にもとづいている点に注意してほしい。

（３７）この問題点は，谷沢「歴史統計の推計方法」の５１～５２頁でも言及している。またこの関連では，高島
『経済成長の日本史』の２６６～２６７頁を参照のこと。
（３８）この事実は，一橋大学経済研究所のＨＰ上の「経済研究所の沿革」（http://www.ier.hit-u.ac.jp/Japanese/

introduction/tables 1.html）より入手した。
（３９）このデータベースは，一橋大学経済研究所のＨＰ上の「データベース」（http://www.ier.hit-u.ac.jp/

Japanese/databases/index.html#09）より入手できる。
（４０）一橋大学経済研究所のＨＰの「データベース」上にある「戦前期日本県内総生産データベース」が高
島『経済成長の日本史』で使用した府県別データでない理由は，このデータベースが「袁堂軍・攝津斉
彦・ジャン パスカル バッシーノ・深尾京司「戦前期日本の県内総生産と産業構造」（『経済研究』Vol.60,

No.2, 2009年 4月），ならびにその増訂版である Global COE Hi-Stat Discussion Paper No. 71で 推計・分
析した戦前期日本の府県別粗付加価値額に関するデータ」であると解説しているため，高島の本で使用し
た攝津・Bassino・深尾「明治期経済成長の再検討」のデータよりも古いバージョンと考えられるからで
ある。

（４１）谷沢「歴史統計の推計方法」の７０頁。
（４２）例えば，東京大学では平成２８年１月２８日付け「国立大学法人東京大学における研究活動上の不正行
為の防止に関する規則」の第５条の３で，「研究者は，研究活動の正当性の証明手段を確保するとともに，
第三者による検
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証
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�

能
�

性
�

を担保するため，文書，数値データ，画像等の研究資料及び実験試料，標本等の
有体物及び相当性が認められる場合には，これを開示するものとする。」（傍点は筆者）と規定している。
詳しくは，東京大学のＨＰ（https://www.u-tokyo.ac.jp/content/400068402.pdf）を参照して欲しい。これ
は社会科学でも，等しく導入される規定である。

（４３）谷沢「歴史統計の推計方法」の６９頁。
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